〔第１号様式〕
指 定 管 理 者 指 定 申 請 書

	（あて先）　京　 都　 市　 長
	年　　　月　　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地


	申請団体の名称及び代表者名

電話　 　　－

	
	（京都市使用欄）

＊申請者は、この欄は記載しないでください。
	


※　共同事業体で申請する場合は、代表団体の所在地、共同事業体の名称、代表団体名称及び代表者等を記載してください。
	京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、指定管理者の指定を申請します。

	指定施設の

名称
	


◯　申請団体が、共同事業体の場合は、以下に、代表団体を除く構成団体を記載してください。
	団体名
	代表者名

（肩書を含む）
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


〔第２号様式〕

指 定 管 理 者 指 定 申 請 者 連 絡 先

	申請団体の名称

	

	主たる事務所の所在地


	

	主たる事務所の連絡先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	電子メールアドレス
	

	　主たる事務所における

　担当者名　※２
	

	申
請
に
か
か
る
連
絡
先

※１
	事務所の所在地
	

	
	連　絡　先
	電話番号
	

	
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	
	電子メールアドレス
	

	
	担当者名　※２
	

	緊　急　

連

絡

先

※３
	電話番号
	

	
	担当者名　※２
	


注　共同事業体の場合は、代表団体について記載してください。

※１　申請にかかる事務所が主たる事務所と同一の場合は、記入不要
※２　担当者名については、実務担当者名を含め複数人記入すること（緊急連絡先を除く。）。

　　　また、ふりがなを記入すること。

※３　緊急連絡先については、常時必ず連絡がとれる電話番号及び担当者名を記入すること。
〔第３号様式〕

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請団体）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　　約　　書

【施設名を記載】の指定管理者指定の申請に当たり、募集要項の応募資格に定める次の要件を満たしていることを誓約します。

　１　参加資格

（１）当該公の施設の所管局等の長が代表者に就任している団体でないこと。
（２）地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当し、２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。
（３）代表者、役員又はその使用人が刑法第９６条の６又は第１９８条に違反する容疑があったとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から２年を経過しない者でないこと。
（４）団体又はその代表者が、所得税、法人税並びに消費税及び地方消費税（京都市内に本社及び営業所等をもつ法人等並びにその代表者にあっては、本市の市税、水道料金及び下水道使用料を含む。）を滞納していないこと。
（５）その他指定管理者としてふさわしくない団体でないこと。
　２　欠格事項
（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号に該当する団体でないこと。
（２）本件プロポーザルに参加しようとする個人、法人の代表者若しくは個人又は法人の代表者の委任を受けた者（以下「代表者等」という。）が、本件プロポーザルに参加しようとする他の代表者等と同一人でないこと。
（３）団体又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引委員会から排除措置命令若しくは課徴金納付命令若しくは課徴金納付命令又は違反行為を行った事実を公表されて課徴金減免制度の適用を受け、同委員会から告発され、又は逮捕され、若しくは逮捕を経ないで公訴を提起された日から２年を経過しない者でないこと。
（４）団体又はその代表者が指定管理者として行う業務に関連する法規に違反するとして関係機関に認定された日から２年を経過しない者でないこと。
注　共同事業体で申請する場合にあっては、当該共同事業体を構成するすべての団体について、この誓約書を提出してください。
〔第４号様式〕（京都市暴力団排除条例関係）
誓　　約　　書
	（宛先）京都市長
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる
事務所の所在地）

	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び
代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　－　　　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及　

　び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入する
　ことが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
　　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）

　注２　共同事業体で申請する場合にあっては、当該共同事業体を構成するすべての団体について、この誓約書を提出してください。
〔第５号様式〕（審査項目１関係）
団体の概要

	団体名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	沿革
	

	代表者の履歴
	

	役員名簿
	

	活動理念
	

	資本金・基本財産
	

	常時使用する従業員数
	

	スポーツやスポーツ施設等に関連する資格及び人数
	

	主な事業内容
	

	財務状況

	年度
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度

	総収入
	千円
	千円
	千円

	総支出
	千円
	千円
	千円

	当期収支差額
	千円
	千円
	千円

	次期繰越収支差額
	千円
	千円
	千円

	過去３年間の決算書
	（任意様式）

　＊収支計算書、貸借対照表、財産目録など一式


注　共同事業体で申請する場合にあっては、当該共同事業体を構成するすべての団体について提出してください。

〔第６号様式〕（審査項目１関係）

枚数制限　Ａ４両面４枚以内

業務の執行体制

１　職員配置に対する考え（配置人数、専門知識・技能・資格を持つ職員配置等）

	


２　職員の人材育成や研修方針

	


３　労働環境に関する考え（最低賃金法等法令遵守、労働者の雇用安定、労働環境の確保・維持・向上等）

	


〔第７号様式〕（審査項目１関係）
枚数制限　Ａ４両面４枚以内

スポーツに関する知識・経験、施設の管理実績
１　競技ルールや新たなスポーツ等、スポーツに関する知識・情報を得るための対策

	


２　同種・類似施設の管理実績

　　※自治体名、施設名、施設種別、管理期間は必ず記載すること。
	


〔第８号様式〕（審査項目２－①関係）
枚数制限　Ａ４両面４枚以内
事業の方向性
　　申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。

１　管理運営の基本理念

	


２　京都市市民スポーツ振興計画等の本市計画を踏まえた取組

	


３　事業展開の方向性・計画目標達成に向けたロードマップ
	


４　提案内容や事業計画との乖離や指標の未達に対する原因分析や改善プロセス手法
	


〔第９号様式〕（審査項目２－②関係）
枚数制限　Ａ４両面６枚以内

施設の運営管理

　　申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。

１　施設・設備・備品の維持管理・修繕等に関する知識や技術の有無、方針
	


２　警備・清掃・害虫駆除・植栽等の管理業務の知識や技術の有無、方針
	


３　市民サービス向上や効率的な管理運営に繋がるような積極的な投資の方針、内容

	


４　ＳＤＧｓ推進に向けた事業活動における取組(環境配慮への考え（廃棄物処理、温室効果ガス削減、ＫＥＳ認証取得等）、「きょうとＳＤＧｓネットワーク」を構成する制度への参加・取得状況等)
	


５　関係団体等との連携・連絡調整、苦情への対応方法の考え方

	


〔第１０号様式〕（審査項目２－③関係）

枚数制限　Ａ４両面６枚以内
自主事業に関する計画
申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。
１　指定管理期間の自主事業計画(事業内容)
	


２　指定管理期間の自主事業収支計画
	　


〔第１１号様式〕（審査項目２－④関係）
枚数制限　Ａ４両面６枚以内

市民サービス向上の取組

　　申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。

１　新たな賑わい創出等、施設の魅力向上や利用者満足度の向上に対する方針・取組
	


２　利用者ニーズの把握及び事業への反映方法（評価方法とフィードバックの仕組み）

	


３　施設の周辺地域への配慮方法、スポーツ施設も地域の一員との認識に立った地域連携・協力、地域の居場所づくり等への考え・取組等
　　※本市では、洛西"SAIKO"プロジェクトやmeetus山科-醍醐など地域の魅力やポテンシャルを活かしたまちづくりを進めているほか、すべての人に「居場所」と「出番」があり、「つながり」のあるまちを実現する取組も推進しており、公共空間であるスポーツ施設を活用する観点を踏まえ、御提案ください。（例：meetus山科-醍醐の方針に沿った取組の展開、スポーツ施設を第三の居場所（サードプレイス）づくりにする取組（小さい芝生の設置、まちライブラリーの設置等））
	


〔第１２号様式〕（審査項目２－⑤関係）

枚数制限　Ａ４両面６枚以内

利用者数・稼働率・収益向上に関する取組
　　申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。

１　利用者数・稼働率・収益向上に向けた具体的な数値目標・取組方針
	


２　収益向上に資する具体的な事業計画（施設利用の多様化、新たな収入源確保（例：広告、スポンサーシップの獲得、ネーミングライツ導入企業の誘致、遊休地の有効活用など））
	


〔第１３号様式〕（審査項目２－⑥関係）
枚数制限　Ａ４両面４枚以内
その他の取組

　　申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。

１　個人情報保護や情報公開の考え・取組

	


２　防災、事故防止、非常災害等の対応方法
	


３　不測の事態への対応等のための業務体制（緊急時の連絡体制）
	


〔第１４号様式〕（審査項目３関係）
枚数制限　Ａ４両面４枚以内

経営管理に関する計画

　　申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。

１　指定管理期間中の経営方針

	


２　収入増加策や財政運営の効率化等、安定運営に資する取組方針

	


３　指定管理期間中の収支計画（各年、合計も記載）
※利用料金の設定案も記載すること（施設の設置条例上の上限額と同額の設定とする場合は、その旨の記載のみで可）。
※指定管理料の上限額（予定価格）を大きく下回る指定管理料を提案する場合は、提案した金額で施設の管理運営を着実に遂行できるかどうか説明を行うこと。

	


〔第１５号様式〕（審査項目４関係）
枚数制限　Ａ４両面１枚以内

市内中小企業等への発注方針
　　申請団体名等（共同事業体の構成団体名を含む。）は使用せずに、匿名性を持たせて作成してください。なお、管理施設等の名称の記載は可とします。

１　業務の一部再委託に係る市内中小企業等への発注方針

	


２　目標とする発注割合（市内中小企業への発注件数÷発注総件数）
	
	％


　　※　発注割合の計算においては、共同事業体内での発注、特殊な技術等のためメーカー等の１社しか契約できない案件は除外する。

